
第４次守山市地域福祉活動計画進捗評価シート

基本目標１　　福祉を考える意識（ココロ）づくり

基本方針（1）福祉の心を育てる啓発

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
広報誌やインターネットを活用した情報発信を行い、タ
イムリーな情報提供に努めるとともに、講演会などの場
で福祉活動の情報などの発信に努めます。

〇

また、地域福祉に関する情報や市社協の発信する情報
を、学区社協の広報誌等に掲載し、広く市民に啓発でき
るよう、啓発教材や提供記事のひな型を作成し学区社協
などに提供します。

×

学区社協等は、ひな型を活用し、地域福祉に関する情報
の発信に努めるとともに、市社協への情報提供を行いま
す。

×

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

【R4～R6の取組】
＜広報誌＞
・年4回発行している「社協だより」(全戸配布)について、紙面構
成を見直し、特集記事の充実や事業内容を分かりやすく伝える工夫
を行った。
・市の協力を得て、「広報もりやま」（毎月15日号）に「社協から
のお知らせ」を継続掲載し、市民への情報発信に努めた。
＜ホームページ・SNS＞
・ホームページは、市民が安心して閲覧できるようセキュリティ対
策を強化するとともに、リニューアルを実施した。
・SNSを活用して、市社協主催事業や地域福祉活動等の情報発信を
行った。開催予定の事業の周知に加え、市社協職員が地域で関わっ
た事業や活動についても情報提供に努めた。
＜広報誌＞
・特集記事を充実させるとともに、読む人がわかりやすい内容とな
るよう工夫し、年4回の発行を進める。
＜ホームページ・SNS＞
・各職員の担当業務や地域の活動を取材し、できるだけタイムリー
な発信に努める。
・新規立ち上げの活動団体やグループ、法人等が実施する取組につ
いて、SNS等を活用した情報発信を呼びかけたことにより、新たな
連携につながった。
・社協活動をPRするツールとして、社協だよりを使用し地域福祉に
関する参画の推進に努めた。これにより広告掲載や事業への興味に
つながったケースもあった。
・情報発信に対する反響の検証のため、社協側からもできるだけ幅
広く、視野を広げることで、相手の発信に迅速に反応するよう努め
た。
・情報発信に対して迅速な対応に努めることで、興味や信頼感の醸
成につながったと考えられる。
・取材を一過性のものとせず、その後の継続的な関わりにつながる
よう働きかけに努めた。

【課題】
・地域福祉の活動や課題について、広報誌やSNSを活用した情報発
信に努めているが、反響等も含めてどの程度市民に伝わっているか
十分に把握できておらず、今後の改善につなげるための検証が必要
である。
・ホームページやインスタグラムを活用し、アンケートフォームに
よる感想等の収集を試みているが、回答数は限定的であり、より効
果的な意見収集の方法について検討が必要となっている。現在は、
チャレンジクイズ応募者から寄せられるメッセージが、市民意見を
把握する貴重な機会となっている。
・学区社協等が地域福祉情報を発信しやすくなるための情報提供や
発信支援については、十分に進めることができなかった。

【対策】
・広報誌やSNSによる市社協からの情報発信について、市民や団体
をはじめ幅広い世代との双方向の関係づくりにつながるよう、発信
手法や運用体制の工夫を進める。
・学区社協等が地域福祉活動を発信しやすくなるよう、情報提供や
発信支援のあり方について検討を進める。さらに、学区社協の広報
活動との連携を強化し、SNS等を通じて各学区の取組や実践事例を
紹介することで、地域福祉活動への関心や理解の促進につなげてい
く。

①広報活動や講演会
等による啓発



市社協は、地域活動の取材や地域からの情報提供を得
て、「社協だより」や市社協ホームページなどを通じて
積極的に地域の取組に関する情報を発信します。

〇

特に、フェイスブックなどのＳＮＳを活用し、子育て世
代や学生などの若者への情報発信も工夫して行います。

◎

　学区や自治会においても、地域の取組について、学区
や自治会の広報誌等を活用し、情報発信に努めます。

-

また、地域福祉フォーラム等の研修会で事例発表を行
い、市民の関心を高めるよう努めます。

△

③福祉意識の醸成 〇

市民を対象とした「(仮称)市民福祉講座」を開設し、福
祉制度の基本や地域福祉のあり方、ボランティア活動な
どについての学習機会を設け、市民の福祉に対する関心
を持つ機会を作ります。

〇

令和５年度に「シニア応援講座」を開催し、従来のグループの立ち
上げを促したが、参加者には馴染まなかった。このため、令和６年
度からは、講座テーマを明確にし「ボランティアはじめの一歩講
座」として開催するとともに、重点である「市民福祉講座」と位置
づけて事業展開した。
　講座では、「コーヒーの淹れ方」、「ケアマフづくり」、「バ
ルーンアート」講座を企画し、各専門の方を講師に招き、座学とス
キルアップを楽しみながら受講いただいた。受講後は、グループが
立上り、定期的に活動を実施されたり、地域サロン等でより一層活
躍いただく機会となった。
　また、令和7年度では11/23開催のみんなのルシオールカーニバル
(もりやま地域共生大会)や障害福祉施設の行事でバルーンアート
コーナーにご協力いただき、バルーンアートの作り方を来場者に教
えるなどボランティア活動に直結できた。
【R6】
第1弾　コーヒー淹れ方講座(直火焙煎カフェバード：南清章さん、
じろべえ　ポーズカフェ(Pause café)：森田雄さん)　15名受講
第2弾　「ケアマフ」知ろう・作ってみよう(Opull：高田優さん)
14名受講
【R7】
第1弾　作って楽しいバルーンアート(風船仕事人：ERI さん)　15
名受講
第2弾　コーヒー淹れ方講座(直火焙煎カフェバード：南清章さん)
15名受講

【課題】
ボランティア活動への参加促進につながるよう、市民の関心やニー
ズに合った講座テーマや企画内容を継続的に検討していく必要があ
る。
また、講座への参加を一過性で終わらせるのではなく、地域活動や
ボランティア活動への継続的な参加につなげていく工夫も必要であ
る。

【対策】
ボランティア活動への参加を促進するため、「気軽に参加できる」
「実践につなげやすい」テーマによる講座を複数回企画する。
また、参加者が自ら関心のある内容を選択できるよう、多様な講座
内容を提案するとともに、講座終了後には地域活動や福祉施設等で
の活動につながるよう支援を行う。
さらに、「みんなのルシオールカーニバル（もりやま地域共生大
会）」や地域サロン等と連携し、学びを実践活動へつなげる機会づ
くりを進める。

②地域の取組の情報
発信

【R4～R6の取組】
＜広報誌＞
・広報誌は、写真やイメージイラスト素材を効果的に活用し、市民
が親しみを持って手に取っていただけるような誌面づくりに努め
た。
＜SNS＞
フェイスブック　R4.4：105　⇒　R7.3：  228　　123増
インスタグラム　R4.4：138　⇒　R7.3：1,051　　913増
エックス　　　　R4.4： 61　⇒　R7.3：  689　  628増
  [SNSフォロワーの年齢R7.3]　※エックスは不明
　　　　　 (歳）18～24・25～34・35～44・45～54・55～
　フェイスブック　1％ ・  7％ ・ 19％ ・ 32％ ・41％
　インスタグラム  4％ ・ 13％ ・ 28％ ・ 31％ ・24％
＜事例発表＞
・令和5年度の地域共生大会では、福祉活動推進校5校のうち3校、
令和6年度は2校による実践発表を実施し、地域福祉活動への理解促
進に努めた。
【令和7年度の進捗】
＜広報誌＞
・本年度は増刷を予定するとともに、市内事業所等への設置拡充に
向けた働きかけを進めている。
＜SNSフォロワー数＞
インスタグラム　1,309
フェイスブック　　264
エックス　　　　　754
＜事例発表＞
指定を受けた福祉活動推進校のうち、未発表校からの発表を依頼し
ていく予定。

【課題】
・地域福祉の活動や課題について、広報誌やSNSを活用した情報発
信に努めているが、反響等も含めてどの程度市民に伝わっているか
十分に把握できておらず、今後の改善につなげるための検証が必要
である。
また、ホームページやインスタグラムを活用し、アンケートフォー
ムによる感想等の収集を試みているが、回答数は限定的であり、よ
り効果的な意見収集方法の検討が必要となっている。現在は、チャ
レンジクイズ応募者から寄せられるメッセージが貴重な意見把握の
機会となっている。
一方で、SNSを活用した情報発信については、フォロワー数の増加
など一定の成果が見られたことから、今後は地域福祉活動への関心
や参加につながる発信内容の充実が必要である。

【対策】
・広報誌やSNSによる市社協からの情報発信について、市民や団体
をはじめ幅広い世代との双方向の関係づくりにつながるよう、発信
手法や運用体制の工夫を進める。
・SNSの特性を活かし、地域での実践事例や活動内容を分かりやす
く継続的に発信することで、地域福祉活動への関心や参加促進につ
なげていく。
さらに、チャレンジクイズ応募者へのプレゼント企画を継続すると
ともに、次年度は公式LINEアカウントを活用し、「社協だより」の
掲載や意見募集を行うことで、市民の声をタイムリーに把握し、事
業運営に反映させる双方向の仕組みづくりを進める。

〇



基本目標１　　福祉を考える意識（ココロ）づくり

基本方針（2）福祉教育の推進、福祉の学び

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
学校での福祉教育を進めるため、子どもが中心となり、
地域の実情に応じた身近なテーマで福祉教育を実施する
「福祉活動推進校」を設置します。

〇

さらに、市教育委員会や福祉関係者と連携しながら、高
齢福祉、障がい福祉、さらには認知症やひきこもり、子
ども若者ケアラーなどに関する教材化(福祉教育の手引
書等)を進めます。

×

また、学校の福祉担当者同士の情報交換会を実施し、福
祉教育の充実を図ります。

△

「(仮称)子ども福祉委員」を設置し、児童期から福祉活
動や民生委員活動への理解を促し、親も含めての福祉教
育を進めます。

◎

【子ども福祉委員】
　令和５年度から子ども福祉委員事業を開始した。令和５年度は、
福祉活動推進校として指定した市立守山中学校で募集を行い、２名
が参加した。令和６～７年度は、市内の市立中学校４校へ対象を拡
大し、令和６年度は10名、令和７年度は30名が参加した。
　活動内容としては、１日民生委員・児童委員体験や高齢者との交
流会、子ども食堂でのボランティア活動等を実施し、地域福祉活動
への理解促進を図った。また、みんなのルシオールカーニバル（旧
もりやま地域共生大会）や街頭募金活動、国際交流のひろば等への
ボランティア参加も呼びかけ、体験を通じた福祉教育の推進に取り
組んだ。

【福祉活動推進校】
　毎年度当初に各学校を訪問し、事業趣旨や実施内容について丁寧
に説明を行うことで、市内すべての市立小中学校を福祉活動推進校
として指定することができた。
　実施内容としては、盲導犬・聴導犬ユーザーによる講話や車いす
体験学習に加え、民生委員活動を題材とした紙芝居や、赤十字奉仕
団による新聞紙スリッパづくり等、担当教諭と協議しながら地域福
祉に関する学びを進めた。
　また、毎年度11月23日に開催している「みんなのルシオールカー
ニバル（もりやま地域共生大会）」では、推進校による実践発表を
実施し、授業前後における児童・生徒の福祉意識の変化等について
共有いただいた。
　継続実施に向けては、実施経費の確保や学校現場の事務負担への
配慮を行いながら、福祉教育の充実に向けた環境整備を進めた。
【R4】市教育委員会･校園長会で趣旨説明、福祉教育担当者会議の
開催
【R5】5校指定(守山小、立入が丘小、小津小、河西小、市立守山
中)
【R6】8校指定(新規3校：物部小、中洲小、守山北中)
【R7】13校指定(新規5校：吉身小、玉津小、速野小、守山南中、明
富中)

【課題】
【子ども福祉委員】
・子ども福祉委員経験者が継続的に活動へ関わる仕組みづくりが十
分ではない。
・学区社協等との連携による、より地域に根差した活動展開につい
ては十分に進めることができていない。

【福祉活動推進校】
・福祉教育の内容については、車いす体験やアイマスク体験、当事
者講話が中心となる傾向があり、計画に掲げる「地域の福祉団体等
と連携した福祉教育」については、一部実施にとどまっている。
・また、学校ごとの実施内容や理解度に差が見られることから、継
続的な関係づくりと協働による企画調整が必要である。

【対策】
【子ども福祉委員】
・過去に子ども福祉委員として参加した高校生等に協力を呼びか
け、「先輩ボランティア」として活動を支援いただける仕組みづく
りを進める。
・学区民のつどい等への参加をはじめ、学区社協と連携した地域活
動への参画機会を広げ、地域とつながる福祉教育を推進する。

【福祉活動推進校】
・市内すべての市立小中学校での指定につながったことを踏まえ、
今後は早い段階から担当教諭との協議機会を設け、地域福祉団体等
と連携した授業内容の企画を進める。

①学校での福祉教
育・学習の推進

〇

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった



自治会での福祉教育を進めるため、出前講座の内容を見
直すとともに、テーマや分野ごとの教材化を進め、市民
にとってわかりやすい福祉教育・福祉学習を進めます。

×

学区や自治会では、それぞれの事業計画のなかで、福祉
教育・福祉学習に関するメニューを積極的に取り入れ、
地域福祉の推進につなげます。

×

企業向けの出前講座の内容について、企業にとって関心
の高い、「地域貢献」や従業員の「ボランティア活動」
などのテーマを中心に教材の作成を検討し、企業に講座
の受講を提案します。

×

また、社会貢献につながる取組(ペットボトルキャップ
やプルタブの回収、フードドライブなど)の周知やボラ
ンティア活動の呼びかけを進めます。

○

②自治会等での福祉
教育・学習の推進

【R4～R6の取組】
＜広報誌＞
・広報誌は、写真やイメージイラスト素材を効果的に活用し、市民
が親しみを持って手に取っていただけるような誌面づくりに努め
た。
＜SNS＞
フェイスブック　R4.4：105　⇒　R7.3：  228　　123増
インスタグラム　R4.4：138　⇒　R7.3：1,051　　913増
エックス　　　　R4.4： 61　⇒　R7.3：  689　  628増
  [SNSフォロワーの年齢R7.3]　※エックスは不明
　　　　　 (歳）18～24・25～34・35～44・45～54・55～
　フェイスブック　1％ ・  7％ ・ 19％ ・ 32％ ・41％
　インスタグラム  4％ ・ 13％ ・ 28％ ・ 31％ ・24％
＜事例発表＞
・令和5年度の地域共生大会では、福祉活動推進校5校のうち3校、
令和6年度は2校による実践発表を実施し、地域福祉活動への理解促
進に努めた。
【令和7年度の進捗】
＜広報誌＞
・本年度は増刷を予定するとともに、市内事業所等への設置拡充に
向けた働きかけを進めている。
＜SNSフォロワー数＞
インスタグラム　1,309
フェイスブック　　264
エックス　　　　　754
＜事例発表＞
指定を受けた福祉活動推進校のうち、未発表校からの発表を依頼し
ていく予定。

【課題】
・出前講座の内容や活用方法について、健康福祉部会や地域の会議
等で十分周知できておらず、市社協としても積極的な利用促進に
至っていない。
・地域課題や住民ニーズに応じた講座内容について、地域と協働し
ながら企画・提案していく必要がある。

【対策】
・市社協から積極的に地域へ出向き、出前講座の活用方法や実施事
例を紹介することで利用促進を図る。
・すべての学区社協や自治会で活用いただけるよう、地域課題に応
じたテーマ設定や事業計画への位置づけについて働きかけを行う。
・地域との協議を通じて、住民ニーズに応じた講座内容の充実を図
る。

・令和４年度に守山商工会議所に加入し、会員企業等へ市社協の取
組を紹介したが、出前講座の申込には至らなかった。また、一部企
業では、ペットボトルキャップの回収やフードドライブに取り組ん
でいただいている。
・令和６年５月から、滋賀県社協「子どもの笑顔はぐくみプロジェ
クト」と連携し、バロー守山駅東店・守山小島店の２店舗に設置さ
れたフードドライブポストの食料を月２回回収し、善意のひろばや
生活困窮世帯、福祉施設への支援に活用した。

【課題】
・市内企業や事業所に対して、市社協の活動や地域福祉の取組につ
いて十分に周知できておらず、理解促進が課題となっている。
・企業の社会貢献活動と地域福祉活動を結びつけるための働きかけ
や情報提供について、さらなる充実が必要である。
【対策】
・賛助会費等の依頼機会を活用するとともに、市社協から企業・事
業所へ積極的に訪問し、地域福祉活動について分かりやすく説明す
ることで理解促進を図る。
・企業が取り組む社会貢献活動と地域福祉活動との連携を進め、
フードドライブやボランティア活動等への参画につながるよう働き
かけを行う。
・企業との継続的な関係づくりを進め、地域福祉をともに支える
パートナーとしての連携強化を図る。賛助会費等の呼びかけととも
に、市社協から訪問するなどの取組を通じて、地域福祉をわかりや
すく説明し理解を求めていく。

③企業等での福祉教
育・学習の支援



地域でちょっとしたボランティア活動が浸透することを
目指し、ボランティア活動の情報発信を行い、市民のボ
ランティア意識の醸成を図ります。

○

また、地域では、実情に合ったボランティアの実施を健
康福祉部会や地域の会合の中で検討し、進めます。

△

いきがい活動ポイント事業を高齢者だけでなく、中年層
にも拡大するとともに、若年層にも参画しやすいプログ
ラムを積極的に提案していきます。

△

④ボランティア意識
の醸成

①市民がボランティア活動を行う機会づくりとして「おりがみ作品
の展示」や「地域のサロンでの活動の様子」「ペットボトルキャッ
プやプルタブ回収」などの取組をSNSで積極的に発信した。また、
ボランティア講座を発信し、受講のきっかけとなった。
②いきがい活動ポイント事業では、委託元(守山市)と話し合う中で
対象年齢を若年層へ拡充することは想定されておらず、今後も高齢
者への事業展開とされた。また、ボランティア活動が成果につなが
るよう換券要件を緩和した。独自事業として、講座のテーマを１点
に絞り幅広い年齢層の方に「ボランティアはじめの一歩講座」とし
て「コーヒーの淹れ方、ケアマフづくり、バルーンアートづくり」
を開催した。各々の講座で学んだことをツールとして、地域のサロ
ンや福祉施設等でのボランティア活動につなげることを目的とし
た。また、活動の場として「福祉施設での活動」や「みんなのルシ
オールカーニバル(もりやま地域共生大会)」でバルーンアート、
コーヒーボランティアとして活躍いただいた。

【課題】
①市社協と関わりのあるボランティア活動についてSNSを活用した
情報発信を行っているが、活動内容や実践事例等の情報量について
は十分とは言えず、継続的な発信内容の充実が必要である。
②ボランティア活動に関心を持つ市民が、実際の活動参加へつなが
るよう活動機会の紹介や参加後の支援体制についても充実を図る必
要がある。
③いきがい活動ポイント事業については、対象年齢の拡充には至ら
なかったものの、幅広い世代が地域福祉活動へ関心を持てるような
仕組みづくりについて、引き続き検討が必要である。
【対策】
①地域サロン等へ市社協職員が積極的に出向き、登録ボランティア
の活動の様子や地域での実践事例について、SNS等を活用しながら
継続的な情報発信を行う。また、登録ボランティアに対しても情報
提供を呼びかけ、発信内容の充実を図る。
②助成金情報やボランティア活動の実践事例等もあわせて発信しボ
ランティアセンターへ登録するメリットや活動の魅力について広く
周知する。
③福祉施設等との交流を進め、登録ボランティアやこれからボラン
ティア活動を始めようとする方を対象とした交流会等を企画し、継
続的な活動につながる環境づくりを進める。
④「ボランティアはじめの一歩講座」を継続開催し、参加者が学び
を地域活動や福祉施設等での実践につなげられるよう支援を行う。



基本目標２　　地域の担い手を育てる人材（ヒト）づくり

基本方針（1）地域福祉活動の担い手づくりの充実

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
民生委員・児童委員のなり手不足が進む中、民生委員・
児童委員制度について、市や市社協の広報誌で周知を図
り、地域での活動支援につなげます。 ○

市や市社協、学区社協、自治会などが、委員の担当業務
の整理を行い、負担軽減につなげ、制度を持続可能な地
域福祉の基幹機能としていきます。 ○

また、福祉協力員と連携し、委員の負担軽減と地域での
福祉活動の強化を図ります。

○

市社協は、学区単位の研修会や情報交換会を充実すると
ともに、学区代表者会議を継続的に開催し、学区相互の
情報交換や意見交換を進めます。

△

また、活動内容では、サロン活動への参画とともに、地
域での見守り支え合い活動の重要な担い手であることな
ど、「社協だより」やホームページ等を通じて、福祉協
力員活動の周知を図り、地域に根差した福祉協力員制度
の啓発を進めます。

○

③地域福祉推進員の
活動支援

地域福祉推進員は、学区社協事業の推進役として重要な
存在です。引き続き、学区社協活動の充実とともに、小
地域、特に自治会の会合にも出席し、健康福祉部会の取
組への助言を行うなど市社協と連携を行っていきます。

○

R4とR5は毎月「地域福祉推進会議」(推進員･会館担当)、R6は毎月
「学区社協･市社協事務局会議」(+会館長)を開催。
地域福祉推進員の自治会会合への出席は少ないながら微増。
R7は奇数月「学区社協･市社協事務局会議」、偶数月「地域福祉推
進員会議」(推進員のみ)を開催する。

【課題】
・学区社協活動については、地区会館職員等により安定した運営が
行われている一方で、活動者の負担軽減が求められている。
・地域福祉推進員が学区で活動しやすい環境づくりや、市社協との
連携強化が必要である。
・学区ごとに活動状況や地域課題に差があることから、それぞれの
地域実情に応じた支援が求められている。
【対策】
・総務委員会等、各学区の主要会議に向けた事前調整や情報共有を
丁寧に行い、市社協職員が学区社協事務局との連携を強化する。
・地域福祉推進員が地域課題を把握しやすいよう、自治会や地域活
動への参加・関わりを支援する。
・学区ごとの実情や課題に応じた助言・支援を行い、学区社協活動
の充実につなげる。

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

②福祉協力員制度の
強化・充実

R4とR5は学区単位、R6は市全体で研修を実施。
R6学区代表者会議を開催し、研修内容について協議。
R6研修内容をビデオ収録し、後日動画視聴できるようにした。
R5.8、R6.10に「福祉協力員だより」発行。
R7.1～R7.3に全員アンケート(WEB回答可)実施。
R7.8全員研修会を開催、参加87人(35%)。
R5～R7の研修は、見守り支え合い活動に関係する内容とした。
R8.4～、各人への費用弁償交付を開始。(市補助あり)

【課題】
・令和７年１月実施のアンケート結果では「見守り支え合い活動へ
の参加」63％、「活動量はちょうどよい」78％、「福祉協力員を経
験してよかった」49％、「まあまあよかった」38％という結果であ
り福祉協力員制度は一定定着しているものと考えられる。
・今後さらに地域での見守り支え合い活動へつなげていくために
は、活動意欲の向上や役割理解を深めていく必要がある。
・全員研修会への参加率向上等、全体の資質向上に向けた取組も必
要である。
【対策】
・自治会長や民生委員等の理解と協力を得ながら、福祉協力員の活
動意欲向上につながる方策について検討を進める。
・地域での見守り支え合い活動の実践事例等を共有し、活動の意義
や役割について理解促進を図る。
・研修内容や開催方法を工夫し、より参加しやすく実践につながる
研修体制の充実を進める。自治会長や民生委員の理解や協力ととも
に、福祉協力員のさらなるモチベーション向上に向けた方策を模索
する。

①民生委員・児童委
員の活動支援

令和５年度から民生委員・児童委員（以下、民生委員という）活動
強化週間にＰＲイベントを開催し、それに合わせて市や市社協の広
報誌で周知を行った。令和７年度には守山市と連携し、市立図書館
と速野会館でパネル展示を行った。特に、社協だより令和６年４月
号には特集記事を掲載した。また、啓発動画を作成し、市役所のデ
ジタルサイネージに掲載したほか、学区ごとの啓発チラシの作成な
ど理解促進に努めた。
令和５年度より、負担軽減に向けた市への意見具申を継続的に行え
るよう事務局としてサポートするとともに、研修回数の精査など具
体的な負担軽減策を実施しています。令和６年度からのタブレット
実証実験を支援し、負担軽減に資するかどうか検証を行っている。
民生委員が福祉協力員と連携・役割分担の場作りとして、自治会健
康福祉部会設置助成を行い、担当職員が直接会議に出向いてアドバ
イス等を行っている。

【課題】
・民生委員活動において、地域福祉活動や自主活動の占める割合が
大きく、学区社協や自治会活動を含めた負担軽減が課題となってい
る。また、制度や活動内容について市民理解をさらに広げていく必
要がある。
・地域福祉活動を民生委員だけで担うのではなく、福祉協力員や地
域住民等と役割分担しながら進める体制づくりが必要である。
【対策】
・引き続き、市や市社協の広報誌等を活用し、民生委員・児童委員
活動の周知と理解促進を図る。また、デジタル媒体等も活用しなが
ら、多様な世代に向けた広報啓発について検討を進める。
・自治会健康福祉部会の設置促進や地域での話し合いを通じて、民
生委員だけに負担集中しない体制づくりを進める。
・タブレット活用等による業務負担軽減について、引き続き検証を
進める。



基本目標２　　地域の担い手を育てる人材（ヒト）づくり

基本方針（2）担い手同士のネットワークづくり

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策

①学区社協活動の支
援

地域福祉活動の中心的な役割を担っている学区社協に対
して、活動に対する助言や情報提供のほか、財政支援や
市社協学区担当職員による支援を進めます。

○

R6･7は、地域活動支援コーディネーターを配置し、学区社協と市社
協との情報共有や連携の強化を図った。学区社協市社協事務局会議
(対象：地域福祉推進員･地区会館職員)や学区社協連絡会議(対象：
左記に加えて学区長･民児協会長等)を開催し、学区社協の課題の共
有に努めた。

【課題】
・地区会館職員が学区社協事務局を担うことで安定的な運営が行わ
れている一方、地域福祉推進員や職員の異動等により、運営支援を
必要とする学区も見られる。
・学区ごとに活動状況や地域課題が異なることから、それぞれの実
情に応じた支援が必要である。
【対策】
・学区の状況に応じて、市社協から事業運営や活動手法等について
提案・助言を行う。
・地域活動支援コーディネーター等が学区社協事務局との連携を密
にし、継続的な支援体制の充実を図る。
・学区間での情報共有や実践事例の共有を進め、学区社協活動の充
実につなげる。学区の状況に応じて事業や運営の改善方法等を市社
協から提案していく。

市域を対象とした第１層協議体「守山の福祉のまちづく
りを考える会」を定期的に開催し、福祉関係者の情報交
換や意見聴取の場として積極的に活用し、学区ごとに組
織された第2層協議体との連携を強化します。

×

各学区の第２層協議体においては、学区社協を主体とし
ていますが、今後は地域の実情に応じて、その構成メン
バーを幅広く求め拡充していきます。

○

③健康福祉部会の活
動促進

〇

自治会長、民生委員・児童委員、福祉協力員など地域福
祉の担い手がつながり、情報共有ができ、福祉活動がよ
り一層充実するよう、健康福祉部会の設置・充実を図り
ます。そのために地域へ積極的に出向き、説明や情報提
供を行います。 ○

部会助成金の交付は、R4:21件、R5:22件、R6:29件、R7:31件
部会への職員参加は、R4:37回、R5:40回、R6:36回、R7:39回
自治会の会合への出席により、新たな取組やその意義などを広める
ことができている。（介護者のつどい、避難行動要支援者名簿の地
域での取扱い、見守り支え合い訪問時の注意点、自治会非加入者と
の関わり、など）

【課題】
・全自治会に広がるようにしていく。
・見守りの情報や地域課題を共有できる会議の持ち方を進める。

【対策】
・未申請の自治会には市社協から働きかけ、設置を促す。
・情報共有の重要性を啓発し、会議の持ち方等について説明する。

②生活支援体制整備
事業の充実

第１層協議体「守山の福祉のまちづくりを考える会」は、市と協議
し必要に応じて開催することとなったため、未実施となった。
第２層コーディネーターの会合を毎月開催。第２層協議体は、地域
の実情に応じたテーマの取組を着実に展開された。（料理教室、ご
み出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、送迎活動、生活支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、ｹｰｽ検討など）

【課題】
・第２層協議体では、新たな取組が求められる一方で、学区社協に
おいても既存事業を実施しており、地域関係者の負担増加が課題と
なっている。また、学区社協と第２層協議体との役割整理や連携方
法について、地域ごとに調整が必要である。さらに、市社協とこれ
まで関わりの少なかった福祉関係団体や事業所等との連携強化も課
題となっている。

【対策】
・必要に応じて、学区社協と第２層協議体との役割分担や活動内容
の整理・見直しを進める。また、地域実情に応じて、関係者の負担
軽減にも配慮しながら、継続可能な地域づくりを進める。さらに、
社会福祉法人やNPO法人等の福祉関係団体・事業所との協議や情報
交換の場づくりを進め、連携・協働による地域福祉の推進につなげ
る。

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった



④民・福・自合同会
議開催の促進

学区社協単位で、民生委員・児童委員と福祉協力員、自
治会長との合同会議を開催し、情報交換や地域生活課題
の把握を通じて相互の連携体制の強化を進めます。
また会議の企画段階で市社協も関わり、内容を検討しま
す。

○

【R4～R6の取組】
＜広報誌＞
・広報誌は、写真やイメージイラスト素材を効果的に活用し、市民
が親しみを持って手に取っていただけるような誌面づくりに努め
た。
＜SNS＞
フェイスブック　R4.4：105　⇒　R7.3：  228　　123増
インスタグラム　R4.4：138　⇒　R7.3：1,051　　913増
エックス　　　　R4.4： 61　⇒　R7.3：  689　  628増
  [SNSフォロワーの年齢R7.3]　※エックスは不明
　　　　　 (歳）18～24・25～34・35～44・45～54・55～
　フェイスブック　1％ ・  7％ ・ 19％ ・ 32％ ・41％
　インスタグラム  4％ ・ 13％ ・ 28％ ・ 31％ ・24％
＜事例発表＞
・令和5年度の地域共生大会では、福祉活動推進校5校のうち3校、
令和6年度は2校による実践発表を実施し、地域福祉活動への理解促
進に努めた。
【令和7年度の進捗】
＜広報誌＞
・本年度は増刷を予定するとともに、市内事業所等への設置拡充に
向けた働きかけを進めている。
＜SNSフォロワー数＞
インスタグラム　1,309
フェイスブック　　264
エックス　　　　　754
＜事例発表＞
指定を受けた福祉活動推進校のうち、未発表校からの発表を依頼し
ていく予定。

【課題】
・全学区での実施には至っておらず、未実施学区への働きかけが必
要である。また、地域ごとの課題や実情に応じた会議内容や研修
テーマの設定について、さらなる工夫が求められている。
・地域福祉活動に関わる担い手同士が、継続的に情報共有や意見交
換できる機会づくりを進める必要がある。

【対策】
・地域課題や地域実情に応じた会議・研修テーマを提案できるよ
う、日頃から学区社協事務局や地域福祉推進員との連携強化を図
る。また、未実施学区に対しては、他学区の実践事例等を紹介しな
がら、合同会議開催に向けた働きかけを行う。さらに、地域福祉活
動に関わる担い手同士のネットワーク強化につながるよう、継続的
な情報共有の場づくりを進める。

⑤福祉事業所連絡会
の開催

市内事業所が分野を超えて横断的につながる「福祉事業
所連絡会」を開催し、情報交換や意見交換の場とすると
ともに、「(仮称)何でも相談会」の開催や、課題を抱え
ている世帯の居場所(フリースペース)づくりなど連携事
業を進めます。

×

事業所ではぞれぞれの実情に応じた社会貢献活動を実施されてお
り、「福祉事業所連絡会」「何でも相談会」とも実施していない。

【課題】
・事業所ごとに分野や活動内容、課題が異なることから、共通テー
マによる継続的な連携体制づくりが課題となっている。また、市社
協と福祉事業所との関係づくりや、事業所ニーズの把握についても
十分とは言えない状況がある。
・地域生活課題の解決に向けて、福祉事業所等との連携・協働をさ
らに進めていく必要がある。

【対策】
・各事業所への訪問や情報交換等を通じて、事業所が抱える課題や
ニーズの把握に努める。また、地域生活課題の解決に向けて、事業
所と連携した取組を検討・実施し、関係づくりを進める。さらに、
分野を超えた情報共有や意見交換ができる場づくりについて、地域
課題や事業所ニーズを踏まえながら検討を進める。



基本目標２　　地域の担い手を育てる人材（ヒト）づくり

基本方針（3）ボランティアや各種福祉団体の連携促進

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
定年退職されたシニア層が中心となり、長年にわた
りボランティア活動をされてきましたが、近年メン
バーの高齢化などにより、継続した活動が困難にな
りつつあることから、改めてボランティア養成講座
を開催し、ボランティア活動の機運を高めます。

△

また、学区や自治会でもボランティア活動の機運を
高めるためボランティア養成講座などを市社協と連
携しながら進めます。

×

市社協は、生活支援ボランティアの養成講座の開催
や生活支援サービスの利用調整を行ない、高齢者な
どが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地
域の実現をめざし、日常生活の中で「ちょっとした
困りごと」に対して、市民同士が助け合う体制を整
備し、おたがいさんの地域づくりを推進します。

○

地域では、生活支援ボランティアの利用が必要な人
の把握に努め、適宜市社協ボランティアセンターに
利用をつなげます。
また市社協は、自治会や学区で独自に検討される生
活支援ボランティア事業の立ち上げについて、相談
や支援を行います。
市社協ボランティアセンターは、地域の生活支援ボ
ランティアとの需給調整機能を高めていきます。

○

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

②生活支援ボラン
ティアの体制整備

〇

生活支援ボランティア団体(グループ)の把握
　ボランティアセンター２、学区社協２、自治会６
高齢者や障害者を対象に、地域生活課題(粗大ごみの搬出、庭の除草、付
き添い等)の解決を目的に実施した。
R3：生活支援ボランティア養成講座の開催
R4：事業開始
≪相談件数≫R4：19件、R5：20件、R6：22件、R7：22件
≪活動件数≫R4：８件、R5：11件、R6：36件、R7：12件
≪利用登録者数≫R4：26名、R5：29名、R6：38名、R7：40名
≪ボランティア登録者数≫R4：12名、R5：11名、R6：13名、R7：13名
R5：生活課題の見直しを実施し「庭の水やり、精米作業」のメニューを
追加したが、利用には至っていない。

【課題】
・市社協登録ボランティアについては、高齢化等に伴い、担い手の確
保が課題となっている。また、地域ニーズと活動内容を円滑につなげ
るマッチング機能の強化や、誰もが利用しやすい仕組みの構築に向け
た具体的な手法の検討を進めます。
・自治会を対象とした市の支え合い活動応援事業との役割整理や連携
についても整理が必要となっている。

【対策】
・利用者ニーズを改めて把握し、利用しやすい環境づくりや活動内容
の見直しを進める。また、地域の実情を踏まえながら、自治会や学区
社協等と連携し、生活支援ボランティア組織の立ち上げ支援を行う。
さらに、ボランティア活動の周知や養成講座等を通じて、新たな担い
手確保につなげる。

①ボランティア団体
の交流会、情報交換
会の推進

・ボランティア連絡協議会役員会(偶数月開催)、シニア企画会議(偶数月
開催)、赤十字奉仕団役員会(毎月開催)を実施し、メンバー･団体間の交
流と情報交換を実施した。
・ボランティア活動のきっかけづくりとして講座の開催。令和５年度
は、シニア世代を対象にした連続講座による「シニア応援講座」を開催
したが、従来行われていたグループを立ち上げる手法が、参加者には馴
染まなかった。このため、令和６年度は、講座のテーマを１点に絞り
「ボランティアはじめの一歩講座」として「コーヒーの淹れ方講座」と
「ケアマフづくり講座」を開催した。各々の講座で学んだことをツール
として、地域のサロンや福祉施設等でのボランティア活動につなげるこ
とを目的とした。また、活動の場として「福祉施設での活動」や「みん
なのルシオールカーニバル(もりやま地域共生大会)」でバルーンアー
ト、コーヒーボランティアとして活躍いただいた。
R5:シニア連続講座(市長講演、パラスポーツ体験、防災講演、ボラン
ティア講演、環境センター見学)
ボランティアはじめの一歩講座
R6：①コーヒーの淹れ方講座(16名)
　　②ケアマフ作り講座(25名)
R7：①バルーンアート講座(10名)
　　②コーヒーの淹れ方講座(16名)
　　③学区や自治会での養成講座の実施については、企画も含め主導
　　　的に実施できなかった。

【課題】
・ボランティア団体においては、会員の高齢化や担い手不足が進んで
おり、既存組織のあり方や活動継続について検討が必要となってい
る。また、市民がどのようなテーマに関心を持ち、活動参加につなが
るのかを踏まえた講座企画が求められている。
・学区や自治会におけるボランティア養成講座については、市社協と
して十分な働きかけや支援ができていない状況がある。

【対策】
・今後も、各団体による交流や情報交換を継続し、地域福祉活動の充
実につなげる。また、「気軽に参加できる」「実践につなげやすい」
テーマによる講座を複数回企画し、多様な世代が参加しやすい環境づ
くりを進める。さらに、講座参加者が地域活動や福祉施設等での活動
につながるよう、活動機会の紹介や相談支援を行う。
・学区社協や自治会とも連携し、地域におけるボランティア養成や活
動のきっかけづくりを支援する。



③ボランティア参加
の拡充

ボランティア活動に気軽に参加してもらえるよう
に、フェイスブック等のSNSを活用し、積極的に情
報の発信を行います。

△

【R4～R6の取組】
＜広報誌＞
・広報誌は、写真やイメージイラスト素材を効果的に活用し、市民が親
しみを持って手に取っていただけるような誌面づくりに努めた。
＜SNS＞
フェイスブック　R4.4：105　⇒　R7.3：  228　　123増
インスタグラム　R4.4：138　⇒　R7.3：1,051　　913増
エックス　　　　R4.4： 61　⇒　R7.3：  689　  628増
  [SNSフォロワーの年齢R7.3]　※エックスは不明
　　　　　 (歳）18～24・25～34・35～44・45～54・55～
　フェイスブック　1％ ・  7％ ・ 19％ ・ 32％ ・41％
　インスタグラム  4％ ・ 13％ ・ 28％ ・ 31％ ・24％
＜事例発表＞
・令和5年度の地域共生大会では、福祉活動推進校5校のうち3校、令和6
年度は2校による実践発表を実施し、地域福祉活動への理解促進に努め
た。
【令和7年度の進捗】
＜広報誌＞
・本年度は増刷を予定するとともに、市内事業所等への設置拡充に向け
た働きかけを進めている。
＜SNSフォロワー数＞
インスタグラム　1,309
フェイスブック　　264
エックス　　　　　754
＜事例発表＞
指定を受けた福祉活動推進校のうち、未発表校からの発表を依頼してい
く予定。

【課題】
・市社協と関わりのあるボランティア活動についてSNS等を活用した情
報発信を行っているが、活動内容や実践事例等の情報量については十
分とは言えず、継続的な発信内容の充実が必要である。また、ボラン
ティア活動へ関心を持った市民が、実際の活動参加へつながる仕組み
づくりについても検討が必要である。

【対策】
・地域サロン等へ市社協職員が積極的に出向き、登録ボランティアの
活動の様子や地域での実践事例について、SNS等を活用した継続的な情
報発信を行う。また、ボランティアセンターへ登録するメリットや活
動の魅力、助成金情報等についても発信し、活動参加につなげる。さ
らに、「ボランティアはじめの一歩講座」等を継続実施し、講座受講
後には地域活動や福祉施設等での活動につながるよう支援を行う。



基本目標３　　ともに支え合う地域（マチ）づくり

基本方針（1）安心して参加できる居場所づくり

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策

①高齢者の居場所づ
くりの推進

すこやかサロンは高齢者の居場所として定着しています
が、さらに参加者を増やすため、その事業内容を工夫す
るとともに、単にサロン等に参加してもらうのではな
く、役割を持って参加してもらえるような仕組みづくり
を進めます。

△

コロナ禍において食事提供を伴うサロン活動が難しくなった影響に
より、コロナ禍後も食事を伴わないサロン活動の割合が高い状況が
続いている。その結果、ボランティアの負担軽減につながっている
ものと考えられる。
R4：858回（うち食事あり141回･16％）
R5：1,149回（うち食事あり203回･17％）
R6：1,270回（うち食事あり233回･18％）
R7：1,000回（うち食事あり170回･17％）
※R1：1,320回（うち食事あり343回･25％）
R7.4、助成金の申請･交付事務を簡素化した。

【課題】
・食事の有無に関わらず、参加者自身が役割を持ちながら参加でき
る居場所づくりについて、地域への啓発を進める必要がある。ま
た、高齢者の居場所については、すこやかサロンだけでなく、多様
な居場所のあり方についても検討が必要である。
・活動の担い手となる民生委員・児童委員や福祉協力員等の負担軽
減についても継続した配慮が求められる。

【対策】
・民生委員・児童委員や福祉協力員等を対象とした会議や研修等を
通じて、参加者主体の居場所づくりについて啓発を進める。また、
地域ニーズを把握しながら、サロン以外も含めた新たな居場所づく
りへの支援を進める。さらに、地域活動者の負担軽減に配慮しなが
ら、継続的な居場所づくり活動につながる支援を行う。活動の担い
手の中心である民生委員や福祉協力員の会議で啓発を行う。地域で
のニーズを掴み、必要に応じて新たな居場所づくりを支援する。

自治会子育てサロンを引き続き支援していくとともに、
地域の枠を超えた新たな主体の子どもの居場所づくり事
業を支援します。

○

子ども食堂実施団体の情報交換会を協議会に組織変更
し、ボランティア研修の計画や団体同士の連携による共
同事業を開催するなどして推進します。

○

あらゆる子どもが安心できる居場所(フリースペース)の
設置の支援を行います。

△

③世代間交流の推進

高齢者が児童にコマ回しや竹馬などの伝統的な遊びなど
を教えるなど、多世代交流ができる「(仮称)多世代交流
サロン」の開催を進めます。
地域の若者が高齢者に対して、スマホやパソコン操作の
講座など得意なことを生かした交流事業を進めます。

○

多世代交流サロン助成金の交付
R4:７団体、R5:11団体、R6:16団体、R7:15団体
R8.4、新・多世代交流サロン助成（向こう三軒両隣助成）を開始す
ることとした。

【課題】
・多世代交流活動について、継続的な活動運営や担い手確保が課題
となっている。また、地域ごとに活動状況や参加者層に差があるこ
とから、地域実情に応じた支援が必要である。

【対策】
・「向こう三軒両隣助成」を活用しながら、地域における多世代交
流活動の立ち上げや継続支援を進める。また、地域での実践事例等
を共有し、多世代交流活動の意義や効果について周知を図る。さら
に、地域実情に寄り添い、活動内容や運営方法について地域住民の
皆様とともに検討し、伴奏型の支援を行います。

②子どもの居場所づ
くりの推進

・子育てサロン活動を通して、子育て中の家族が地域とのつながり
が広がるよう、利用対象者を「未就園の乳幼児とその保護者」から
「子育て中の家族」に緩和する等、実施要綱の改正を行った。そし
て、自治会等で開催される子育てサロンの実施について、その開催
経費を助成支援し、地域で子育てされている方々が「気軽に参加」
「つながり」「子育て相談」ができる場づくりを推進した。
R4：35か所(823,534円助成)
R5：37か所(913,214円助成)
R6：36か所(837,500円助成)
R7：36か所(887,500円助成)
・子ども食堂の活動支援として、実践者交流会を年2回実施。情報
交換や研修を実施。また、新規立ち上げ支援として県社協の助成金
の申請支援を行った。
・子育てサロン助成事業の実施(継続)
・子ども食堂実践者交流会を開催し、アレルギーに対する研修を
行った。
・生活困窮の子どもを対象とした、子ども笑顔「食」支援事業を夏
休み期間中に計3回実施。

【課題】
・子育て世帯が気軽につどえる場づくりについて、地域ニーズや子
育て世帯の実情を踏まえた支援が必要である。また、子育てサロン
や子ども食堂等の活動継続に向けて、活動者支援や地域との連携強
化も必要となっている。
【対策】
・改正した実施要綱について、申請自治会等から意見を聞き取りな
がら、必要な見直しや改善を進める。また、新たな福祉ニーズの把
握に努め、地域や関係団体と連携しながら、子育て支援や子どもの
居場所づくりにつなげる。さらに、子ども食堂や子育て支援団体等
との情報共有や交流を進め、地域全体で子どもを支える環境づくり
を進める。

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった



【課題】
・子育て支援団体の自主的な活動が広がる一方で、「みんなで子育
て大作戦」の企画運営との両立について、活動負担への配慮が必要
となっている。
・また、「ほたるの広場」「ほたる農園」については、参加者数や
参加者層の広がりが課題となっている。
・多様な主体による居場所づくりを継続的に支援できる体制づくり
も必要である。

【対策】
・実行委員等が主体的に企画・運営を進められるよう、市社協とし
て側面的な支援を行う。また、「ほたるの広場」「ほたる農園」に
ついて、周知方法や企画内容を工夫し、参加しやすい環境づくりを
進める。さらに、基金活用等も含めながら、新たな居場所づくりへ
の支援について検討を進める。

④多様な主体による
居場所づくり

〇

ひきこもりや子育てなど地域生活課題の解決に向けた居
場所づくりを進めようとする多様な主体（関係団体）と
連携しながら居場所づくりを進めます。

○

・市社協と関わりのある子育て支援団体と協働で「第１回みんなで
子育て大作戦」を令和４年度エルセンターで開催。子育てを手助け
してほしい方や子育て支援したい方等を対象に、つながる場づくり
を実施。令和５年度は、吉身･小津学区と市役所で幅広く開催。参
加者と子育て支援団体がつながり、今まで以上に安心して子育てが
できたり、子育てサポータ―として支援につながった。令和６年度
には子育て支援団体同士がつながる場として「おなかま会」が立ち
上がり、ネットワークを構築した。令和7年度は「おなかま会」が
主体的に子育て支援の取組を実践され、分野を越えたヨコのつなが
りの構築が強化された。
・R4から一軒家（コミュハウスほたる）を借り上げ、R5から本格的
にひきこもり支援の居場所（ほたるの広場）として活用している。
また、R6から畑を借りて農作業も実施している（ほたる農園）。コ
ミュハウスほたるは、市内活動団体にも活動場所として提供してい
る。
ほたるの広場の実施回数と延べ参加人数
R5：50回、136人　R6：50回、126人　R7：44回185人（R8.2末時
点）
ほたる農園の実施回数と延べ参加人数
R6：29回、52人　R7：33回、135人（R8.2末時点）
・2/11「みんなで子育て大作戦」開催(市役所多目的ホール他)と実
行委員会の開催(6回開催)
・子育て支援団体同士交流「おなかま会」の開催(3回開催)
・ほたるの広場にテレビゲームを設置したことにより、参加者同士
やサポーターとの交流が増加。
・ほたるの広場では、参加者が楽しめてひろばへの参加人数も増え
るようにとUNO大会を企画実施。参加者からも特別感を感じられる
機会があってよかったと好評であり、引き続きひろばでの企画を検
討、実施していく（ゲーム大会）
・ほたる農園では、収穫物（じゃがいも）を販売。売上金を参加者
に還元した。R8年度はR7年度より多く販売できるよう努めていく。



基本目標３　　ともに支え合う地域（マチ）づくり

基本方針（2）市民による見守り体制の推進

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
地域のひとり暮らし高齢者や障がい者などを民生委員・
児童委員だけでなく、福祉協力員や赤十字奉仕団員、老
人クラブ会員など幅広い地域福祉の担い手が見守り活動
を進める「見守り支え合い活動事業」をさらに推進して
いきます。そのため、活動事例集の作成や学区での研修
会の開催を進めていきます。

○

また、自治会では健康福祉部会の運営に積極的に取組、
見守りの必要な世帯に関する情報を自治会で共有するな
ど、地域ぐるみの見守り活動を進めます。
さらに、地域で見守り活動を進める上で、個人情報の取
り扱いが課題となりがちであることから、地域での共通
理解を進めます。

○

②子どもの見守り

市民は、登下校時間に合わせて散歩をするなど気軽に子
どもの見守りに努めます。また、挨拶を通じて関係性を
築き、日常生活から気軽に見守りができる仕組みを作り
ます。
共同募金を活用した、子どもの見守り事業に対しての支
援を進めます。 ○

・子どもの育ち応援募金を活用し、希望する自治会や放課後児童ク
ラブに対して、「飛び出しもりぴー」を製作・配付した。R4～R6で
計217本を71自治会6クラブに配付した。(R6末累計333本)
R7年度は「飛び出しもりぴー」を計132本34自治会へ配布した。

【課題】
・子どもの見守り活動について、地域住民が無理なく継続して関わ
れる仕組みづくりが必要である。また、地域によって取組状況に差
が見られることから、継続した啓発や支援が必要となっている。
【対策】
・「飛び出しもりぴー」の配付等を通じて、地域での子どもの見守
り意識の向上につなげる。また、登下校時の見守りや挨拶運動等に
ついて、地域住民へ継続的な啓発を行う。さらに、自治会や放課後
児童クラブ等と連携し、地域ぐるみで子どもを見守る体制づくりを
進める。

③事業所などとの連
携

見守り対象となる高齢者や障がい者などと接する機会の
ある事業者（新聞配達、宅配業者など)と連携すること
で、地域での異変などを早期に発見し、関係機関へ適切
につなぎ、孤立死や虐待、消費者被害などを未然に防
ぎ、地域ぐるみの見守り支え合い活動の輪の拡充を図る
ために、見守り協定の締結を進めます。

○

・登録依頼は、事業所への社協会費依頼時や商工会議所会議等で周
知に努めた。
・登録事業所は、市社協ホームページに掲載するともに、SNSでも
紹介した。
・事業所登録数は、R4：11事業所、R5：1事業所、R6：3事業所、合
計23事業所となっている。
企業会費の依頼時にチラシを入れ啓発した。

【課題】
・今後、社会的孤立や孤独死等の増加が懸念される中、事業所の協
力による見守り活動の必要性は高まっている。一方で、事業所に対
して、見守り協定の趣旨や具体的な協力内容が十分に浸透している
とは言えず、さらなる周知が必要である。また、協力事業所の拡充
に向けて、実際の見守り事例や効果を分かりやすく伝えていく必要
がある。
【対策】
・他市町での具体的な見守り事例等も活用しながら、事業所が地域
の一員として無理なく見守り活動に参加できるよう、引き続き啓発
を行う。また、企業会費依頼や事業所訪問等の機会を活用し、見守
り協定の趣旨や協力内容を丁寧に説明する。さらに、市社協ホーム
ページやSNS等で登録事業所の紹介を行い、協力事業所の拡充と地
域ぐるみの見守り支え合い活動の推進につなげる。

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

①地域ぐるみで取り
組む見守り活動の推
進

〇

・R5～R7の学区社協･市社協懇談会において、地域での見守り活動
をテーマに意見交換を実施。実際の事例を活用しながら、地域でで
きることなどについて活発な意見交換ができた。
・助成金の申請に多大な労力を要するという意見があったことか
ら、R6に申請･交付事務を簡素化した。
・助成金の活用が年々増加し、自治会単位での見守り活動の拡充が
うかがえる。
　R4:４学区･38自治会、R5:４学区･40自治会、R6:５学区･41自治
会、R7:４学区・43自治会

【課題】
・地域によって見守り支え合い活動の実施状況に差が見られてい
る。また、見守り活動を進める中で、個人情報の取扱いや情報共有
について、地域での共通理解をさらに進める必要がある。さらに、
活動を担う民生委員・児童委員や福祉協力員等への負担軽減につい
ても配慮が必要となっている。

【対策】
・避難行動要支援者同意者名簿を活用した見守り活動への理解促進
を図り、地域実情に応じた見守り体制づくりを支援する。また、健
康福祉部会等を通じて、個人情報の取扱いや地域での情報共有につ
いて、共通理解を深める。さらに、未実施自治会に対して、市社協
や地域福祉推進員等から丁寧な説明を行い、見守り支え合い活動の
推進につなげる。



基本目標３　　ともに支え合う地域（マチ）づくり

基本方針（3）災害に強いまちづくりの推進

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
災害時要支援者名簿を活用し、地域での防災訓練などに
役立て、日頃からの防災意識の醸成を図ります。

△

自主防災組織と健康福祉部会の連携により、地域での支
援が必要な方の情報共有と災害時の支援方法等について
研修を進めます。

×

②災害時に対応でき
るネットワークの構
築

大規模災害発生時に災害ボランティアセンターを円滑に
運営するために、関係する機関や団体間における平常時
からの情報交換や災害時の連携体制や役割分担等につい
ての協議を行う、災害ボランティアセンター運営ネット
ワーク会議を継続実施し、充実を図ります。
普段からの関係づくりを大切にし、助けてといえる地域
づくりを進めます。

△

・コロナ禍により感染症拡大の防止の観点から「ネットワーク会
議」の開催は自粛した。コロナ禍後は、ネットワーク会議は未実
施、守山市青年会議所と連携し防災啓発活動の実施に留まった。
・社協近畿ブロックにおいて、能登半島地震における現地災害ボラ
ンティアセンター職員派遣として３名の職員を派遣した。

【課題】
・災害ボランティアセンター運営ネットワーク会議について、継続
実施には至っておらず、関係機関・団体との情報共有や役割確認が
十分に行えていない。また、大規模災害時に備えた平常時からの連
携体制づくりや実践的な協議が必要である。
【対策】
・災害ボランティアセンター運営ネットワーク会議の再開に向け
て、関係機関・団体との協議を進める。また、災害時を想定した情
報共有や役割分担について検討を行い、平常時からの連携強化につ
なげる。さらに、防災啓発活動等を通じて、地域住民同士が日頃か
らつながりを持てる地域づくりを進める。

災害ボランティアコーディネーターと連携する中、「災
ボラカフェ」を通じて、ボランティア同士の情報交換会
や研修会を進めるとともに、広く市民に災害時の対応や
災害ボランティアについての啓発を進めます。 ×

また、市民は日頃から災害や災害時の対応に関心を持
ち、災害関係研修会などへ積極的に参加するなど、防災
意識の醸成に努めます。

×

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

②災害時のボラン
ティア体制の整備

コロナ禍により感染拡大の防止の観点から「災ボラ！カフェ」の開
催は自粛しました。コロナ禍後は、カフェは未実施。災害ボラン
ティアセンター機能を強化するため、災害ボランティアコーディ
ネーターと協働による「災害ボランティアセンター設置運営訓練
(市主催)」を実施した。
R5：コーディネーターが「一般ボランティア役」として「受付～活
動報告書の作成」の一連の流れによる運営訓練を協働で実施した。
R6：コーディネーターが「被災者役」として「初回面談～依頼に対
するセンター対応の協議」のボランティア依頼相談を重点的に運営
訓練を実施した。
R7：「センター本部とサテライトとの連携訓練」を実施し、画像を
通しての情報共有できる体制づくりを実施した。コーディネーター
の参加要請は実施しませんでした。

【課題】
・災害ボランティアセンターの設置・運営について、実践的な訓練
や関係機関との協議が十分に実施できていない。
・また、大規模災害時に迅速な対応を行うため、職員体制や役割分
担について継続した検討が必要である。
・さらに、災害時に協力いただけるボランティアや関係団体との平
常時からの関係づくりも課題となっている。
【対策】
・災害ボランティアセンター設置訓練や研修等を通じて、職員の対
応力向上を図る。また、関係機関・団体との連携を進め、災害時の
役割分担や協力体制について協議を進める。さらに、他市町社協や
県社協等との情報共有を行いながら、実践的な運営体制づくりにつ
なげる。

①地域での災害時の
取組

・R5、R6の市社協、学区社協理事との懇談会で、避難行動要支援者
名簿の意義や活用について、民生委員の見守り活動との整理等につ
いて研修を行った。また、防災に関連した健康福祉部会の活用につ
いて説明を行った。
・自治会での防災訓練の一環として、市社協が中心となり守山市赤
十字奉仕団と日本赤十字社滋賀県支部とが協働による防災学習会を
開催した。学習会では「新聞紙スリッパ作り(講師：守山市赤十字
奉仕団)」、「段ボールトイレ作り(講師：日本赤十字社滋賀県支
部)」、「AED研修(滋賀県防災赤十字奉仕団)」を行った。

【課題】
・自主防災組織と健康福祉部会との連携について、地域によって取
組状況に差が見られている。また、災害時に支援が必要な方の情報
共有や支援方法について、地域住民の理解促進が必要である。さら
に、地域における防災意識の向上や継続的な訓練実施についても課
題となっている。
【対策】
・避難行動要支援者同意者名簿を活用しながら、地域での見守り活
動や防災訓練への活用を進める。また、自主防災組織と健康福祉部
会との連携について、地域実情に応じた支援や助言を行う。さら
に、災害時の支援方法や情報共有について、地域での研修や話し合
いを継続的に進める。



基本目標３　　ともに支え合う地域（マチ）づくり

基本方針（4）多様な市民の活躍できる福祉のまちづくり

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
社協と福祉事業者との連携を図るため、合同研修の実施
を検討します。

×

子ども･高齢者･障がい者などすべての人々が、地域･暮
らし･生きがいを共に創り、高め合う「地域共生社会の
実現」に向け、市民･福祉事業所など多様な主体が参画
する市内福祉施設連絡協議会を実施します。 ×

ボランティア養成講座を実施し、地域でボランティアと
して活動できる新たな人材を育成します。そのため、ボ
ランティア養成のための福祉教材の作成を検討します。

○

ボランティアの養成だけでなく、幅広く地域福祉に関心
を持ってもらえるよう「(仮称)市民福祉講座」を開講
し、地域の福祉人材の養成につなげます。

×

特定の分野に技術や経験を有し、ボランティア活動がで
きる人材を個人として登録し、利用ニーズに応じてボラ
ンティアを派遣する「福祉人材バンク」の設置を検討し
ます。

×

③新たな福祉活動の
支援

子ども食堂やフードバンク、生協など地域で新たな課題
に対して取組をしている団体に対し、相談支援を進めま
す。

○

・子ども食堂の新規立ち上げに関して相談支援を行った。
R3：2　R4：1　R5：2　R6：2
・R4から一軒家（コミュハウスほたる）を借り上げ、若者自立支援
ボランティアGroup居場所の会「レリーフ」やcocomama（不登校の
親の会）に活動場所として提供した。
・チャレンジ応援事業として、申請のあった市内7団体に寄附金を
活用した活動支援を実施。
・フードバンクびわ湖と連携し、ひとり親家庭や生活困窮世帯に
フートパントリーを実施した。
・社協だよりやSNSでボランティア等の地域活動の相談機関である
ことを啓発する（予定）。

【課題】
・子ども食堂やフードバンク等、新たな地域課題に取り組む団体へ
の相談支援を行っているが、市社協が福祉活動に限らず、広くボラ
ンティア活動や地域活動の立ち上げ相談に対応していることについ
て、十分に周知できていない。また、地域の新たな活動を継続的に
支援するため、相談支援や活動場所、助成制度等を分かりやすく案
内していく必要がある。
【対策】
・社協だよりやSNS、ホームページ等を活用し、市社協がボラン
ティア活動や地域活動の相談窓口であることを継続的に周知する。
また、子ども食堂、フードバンク、居場所づくり等に取り組む団体
に対し、相談支援や助成制度、活動場所の情報提供を行う。さら
に、新たな福祉活動に取り組む団体との関係づくりを進め、地域課
題の解決につながる活動を継続的に支援する。

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

②福祉人材の確保

令和５年度に「シニア応援講座」を開催し、従来のグループの立ち
上げを促したが、参加者には馴染まなかった。このため、令和６年
度からは、福祉教材の作成はせず、講座テーマを明確にし「ボラン
ティアはじめの一歩講座」として開催するとともに、重点である
「市民福祉講座」と位置づけて事業展開した。
　講座では、「コーヒーの淹れ方」、「ケアマフづくり」、「バ
ルーンアート」講座を企画し、各専門の方を講師に招き、座学とス
キルを楽しみながら取得いただいた。受講後は、グループが立上
り、定期的に活動を実施されたり、地域サロン等でより一層活躍い
ただく機会となった。
　令和7年度は11/23開催のみんなのルシオールカーニバル(もりや
ま地域共生大会)や障害福祉施設でバルーンアートコーナーの運営
にご協力いただき、バルーンアートの作り方を来場者に教えるなど
ボランティア活動に直結できた。
【R6】
第1弾　コーヒー淹れ方講座(直火焙煎カフェバード：南清章さん、
じろべえ　ポーズカフェ(Pause café)：森田雄さん)　16名受講
第2弾　「ケアマフ」知ろう・作ってみよう(Opull：高田優さん)
14名受講
【R7】
第1弾　作って楽しいバルーンアート(風船仕事人：ERI さん)　15
名受講
第2弾　コーヒー淹れ方講座(直火焙煎カフェバード：南清章さん)
16名受講

【課題】
・ボランティア養成講座については実施できたが、市民福祉講座や
福祉人材バンクの設置など、幅広い地域福祉人材の養成・登録の仕
組みづくりまでは進めることができなかった。また、市民がどのよ
うな内容に関心を持ち、実際の活動参加につながるのかを踏まえた
講座企画が必要である。ボランティアのテーマとして、市民の関心
にマッチした企画の検討。
【対策】
・市民が「参加してみたい」「地域で活かしてみたい」と思える
テーマを設定し、ボランティア活動につながる講座を継続して実施
する。また、講座受講後に地域サロンや福祉施設、地域行事等で活
動できるよう、活動先とのつなぎや相談支援を行う。
・今後は、講座修了者や技術・経験を持つ市民が地域で活躍できる
仕組みについて検討を進める。

①福祉事業者同士の
連携

事業所ではぞれぞれの実情に応じた社会貢献活動を実施されてお
り、合同で「福祉事業所連絡会」「何でも相談会」とも実施してい
ない。

【課題】
・福祉事業所ごとに分野や事業内容、抱える課題が異なることから
共通テーマによる合同研修や連絡会の開催には至らなかった。
・一方で地域生活課題が複雑化する中、福祉事業所と市社協が連携
し、地域課題の把握や解決に向けて協働できる関係づくりが必要で
ある。
【対策】
・まずは各事業所への訪問や情報交換等を通じて、事業所が抱える
課題や地域貢献に関する意向の把握に努める。その上で、共通課題
や連携可能なテーマを整理し、課題解決に向けた取組を事業所と連
携して進める。また、必要に応じて、分野を超えた情報交換や協議
の場づくりについて検討する。



基本目標４　　安心して暮らせる体制（シクミ）づくり

基本方針（1）支援を必要とする市民への包括的支援体制の強化

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策

生活困窮者や自立した生活が困難な市民に対して、地域
福祉権利擁護事業、貸付相談事業などを活用して適正に
相談に対応するとともに、広報誌などで市民に向け各制
度に関する周知啓発を図ります。

○

また、心配ごと相談として、関係機関との連携や専門職
の配置、相談スペースの確保など相談体制を強化すると
ともに、地域に積極的に出向く訪問相談を進め、地域の
福祉的ニーズを把握・分析し、支援が必要な者の情報も
含め市と共有し、早期発見・早期支援の仕組みを構築し
ます。

△

【課題】
・食料支援を必要とする世帯+A4:A8
・引き続き、生活困窮世帯や子ども食堂等への食料支援
を実施する。また、フードバンクびわ湖や協力事業所等
との連携を強化し、フードパントリーやフードドライブ
活動の充実を図る。さらに、食料支援をきっかけとし
て、必要な相談支援や関係機関との連携につなげる。 ○

また、ひきこもりについて市民理解を深めるための啓発
事業（フォーラムや講演会）を進めます。

○

さらに、ひきこもり状態にあって、支援が必要な市民に
対して、民生委員・児童委員等と連携して訪問相談を進
めます。

○

①生活困窮者等への
相談支援体制の整備

〇

・心配ごと相談実施のチラシをR3に全戸配布し、継続して相談を受
け付けている。要望があれば訪問し安心してもらえる相談体制の構
築に取り組んだ。
・社協だよりに毎回相談実施を掲載した。
・R5から相談専用ダイヤルを開設し、社協ホームページのトップ位
置に掲載した。
・市の生活支援相談課や地域包括支援センター、民生委員等ととも
に、役割分担をしながら支援にあたった。
＜各種相談等の件数＞
心配ごと相談延べ件数　R4：133件、R5：93件、R6：48件
権利擁護相談支援件数　R4：3,713件、R5：3,825件、R6：3,549件
寄付米支援件数　R4：79件、R5：121件、R6：123件
特例貸付フォローアップ支援件数　R5：44件、R6：247件
※R6はフードパントリーを実施し生活状況の把握に努めた。
・社協だよりやSNS、ホームページにて継続して啓発を行ってい
る。

【課題】
・相談機関であることについて、市民への周知を継続的に行う必要
がある。また、複雑化・多様化する生活課題に対応するため、関係
機関との連携強化が求められている。さらに、支援が必要であって
も相談につながりにくい方へのアウトリーチ支援についても継続し
た取組が必要である。

【対策】
・社協だよりやSNS、ホームページ等を活用し、相談窓口や各種制
度について継続的な周知を行う。また、心配ごと相談を丁寧に継続
し、相談しやすい環境づくりと関係機関への円滑なつなぎを進め
る。さらに、訪問相談や地域との連携を通じて、支援が必要な方の
早期把握・早期支援につなげる。

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

②ひきこもり支援

・「守山ほたるサポート事業」として、月3回、ボランティア活動
への参加を促進し、交通費として1回につき500円を支給した。
　R4：登録者数13人、活動延べ人数170人　R5：登録者数17人、活
動延べ人数216人　R6：登録者数16人、活動延べ人数229人　R7:登
録者数13人、活動延べ人数169人（R8.2末時点）
・ほたるサポート事業より、就労体験として、つがやまマルシェに
出店。かき氷販売を行い利益を参加者に還元した。また、みんなの
ルシオールカーニバルやフードパントリー事業内ではコーヒー提供
のボランティア活動を行った。
・空き家を活用した居場所づくりを実施した。活動名称は「ほたる
の広場」とし、R5.2から毎週火曜日13：30～16：00ひきこもりの方
を対象に自由に過ごす居場所として開始した。
　R5：実施回数50回、延べ参加者数136名　R6：実施回数50回、延
べ参加者数126名　R7：44回185人（R8.2末時点）
・R4、R6にひきこもりサポーター養成連続講座を実施した。連続4
回の講座終了後、ひきこもりサポーターとして登録し、活動してい
ただいている。現在21名。
・ひきこもり支援を考えるフォーラムの実施
「長期高齢化するひきこもり者に家族や支援者は何ができるか～当
事者～語る8050問題～」R5.3.12
「本人や家族の心情をどう理解し寄り添うか～「ひきこもり」から
温かい地域づくりを考える～」R6.2.7
「ひきこもりの対話的支援～生きづらさを知る～」R7.2.1
「ひきこもりの経験から、感じたこと、考えたこと」R8.2.8
・R4に学区社協・市社協懇談会で「ひきこもり理解と支援」をテー
マにひきこもりの現状と社会問題等について意見交換した。
・ひきこもり実態調査（R6）を実施し、「専門職を含む幅広い支援
体制」、「就労や収入への不安に応える取組」、「地域と当該世帯
との関係性の構築」、「更なる実態把握と社会的課題の啓発」、
「途切れのない支援体制」の５つを重点項目として整理した。
・また、ひきこもり実態調査結果について社協だよりへ掲載し、市
民に対する理解促進や啓発に努めた。

【課題】
・ひきこもり状態にある方については、相談や支援につながりにく
いケースも多く、継続的な関係づくりが必要である。また、支援者
側についても、ひきこもり支援に関する理解促進や対応力向上が求
められている。さらに、社会参加や就労体験につながる多様な活動
機会の確保も課題となっている。

【対策】
・「ほたるの広場」「ほたる農園」等を継続実施し、安心して参加
できる居場所づくりを進める。また、民生委員・児童委員や関係機
関等と連携し、訪問相談や見守り活動を継続する。さらに、軽作業
やボランティア活動等を通じて、社会参加や就労につながる支援を
進める。



社会福祉法人の職員による「(仮称)何でも相談会」の実
施を進めます。

×

子ども若者ケアラーなどの生きづらさを抱える人たちへ
の支援体制の構築を進めます。

△

④気軽に利用できる
相談体制の整備

・「何でも相談会」は未実施。
・市社協内に相談専用ダイヤルを設置し、市民からの様々な相談に
対応し、必要に応じて専門機関等につなぐなど切れ目のない支援を
行った。
・相談事業の実施について社協だよりやSNS,ホームページで周知す
る。

【課題】
・心配ごと相談や相談専用ダイヤルを設置しているが、市社協が相
談機関であることについて、市民への周知が十分とは言えない状況
がある。
・相談内容については、生活困窮、ひきこもり、権利擁護、家族関
係等、複雑化・多様化しており、関係機関との連携強化が必要と
なっている。
・「何でも相談会」については実施に至っておらず、市民が気軽に
相談できる機会づくりについて検討が必要である。
【対策】
・社協だよりやホームページ、SNS等を活用し、市社協の相談機能
や相談窓口について継続的な周知を行う。
・相談内容に応じて関係機関へ円滑につなげられるよう、関係機関
との連携強化や情報共有を進める。
・「どこに相談すれば良いかわからない」といった悩みにも柔軟に
応じられるよう、市民が気軽に相談できる環境やアクセス方法の充
実を検討します。

③生活支援サービス
などの開発

日頃の活動を通じて把握した地域生活課題に対し、福祉
分野のみならず、多分野・多機関などと連携・協働し、
新たな生活支援サービス・活動（送迎、買い物など）の
開発に努めます。

〇

①令和４年度までは、軽自動車(福祉車両〔車イスでの乗車可〕)１
台を貸出しした。令和５年度から普通自動車(福祉車両)２台を寄贈
されたことで事業拡充した。実施要綱を改正し、使用内容や利用範
囲を緩和し利便性を図った。広報誌等で周知することで新規利用が
大幅に増加した。
R4：24件、R5：27件、R6：116件　R7：176件(未確定)
②市社協が実施の福祉有償運送事業の実施内容について、利用者の
声を踏まえ、これまでの「通院のみ」に限らず「買い物への送迎」
も対応できるよう、市主催の福祉有償運送事業運営協議会に提起
し、地域生活課題の解消につなげた(R6.9～/延べ活動件数：107
件)。
③高齢者や障害者を対象に、地域生活課題(粗大ごみの搬出、庭の
除草、付き添い等)の解決を目的に実施した。
R3：生活支援ボランティア養成講座の開催
R4：事業開始
≪相談件数≫R4：19件、R5：20件、R6：22件、R7：22件(未確定)
≪活動件数≫R4：８件、R5：11件、R6：36件、R7：12件(未確定)
≪利用登録者数≫R4：26名、R5：29名、R6：38名、R7：40名(未確
定)
≪ボランティア登録者数≫R4：12名、R5：11名、R6：13名、R7：13
名(未確定)
R5：生活課題の見直しを実施し「庭の水やり、精米作業」のメ
ニューを追加したが、利用には至っていない。
④R4.1吉身学区でごみ出しボランティア活動開始
R6.3玉津学区で一人暮らし高齢者等の送迎サービス開始
・R7.6市にて前日ごみ出し制度を開始
・R7.6市にて自治会支え活動応援事業(生活支援ボランティア活動
への助成)を開始（R7：15自治会）

【課題】
①福祉車両貸出事業は、利用件数が大きく増加しており、市民ニー
ズの高さがうかがえる。一方、車両管理や安全運行、予約調整等を
含めた継続的な運営体制の整備が必要となっている。
②福祉有償運送事業は、「買い物支援」へ利用範囲を拡充したこと
で、地域生活課題の解消につながっている。一方、利用ニーズ増加
に伴い運転協力者の確保や持続可能な運営体制づくりが課題であ
る。
③生活支援ボランティアは、相談件数や利用登録者数は増加してい
るものの、ボランティア登録者数は大きく増加しておらず、担い手
の確保が課題となっている。また、「庭の水やり」「精米作業」等
の新たな支援メニューについては利用に至っておらず、地域ニーズ
に応じたサービス内容の整理や周知方法について検討が必要であ
る。
④自治会等による生活支援活動については、ごみ出し支援や送迎支
援など新たな取組が進んでいる。一方、活動を担う地域住民の負担
軽減や継続的な運営体制づくりが課題となっている。
また、市による「自治会支え活動応援事業」も開始されていること
から、市社協事業との役割整理や連携強化について検討が必要であ
る。
【対策】
①福祉車両貸出事業は、市民ニーズを把握しながら、安全かつ円滑
に利用できる運営体制の整備を進める。また広報誌やホームページ
等を活用し必要とする方へ制度周知を継続して行う。
②福祉有償運送事業は、利用者ニーズを踏まえながら、地域生活課
題の解消につながる移動支援を継続して実施する。また、運転協力
者の確保や関係機関との連携を進め、持続可能な事業運営につなげ
る。
③生活支援ボランティアは、ボランティア養成講座や活動紹介等を
通じて、新たな担い手確保につなげる。また、利用状況や地域ニー
ズを踏まえながら、支援メニューや周知方法について見直しを進め
る。
④自治会等による生活支援活動は、地域の実践事例を共有しなが
ら、継続的な活動につながるよう支援を行う。また、市「自治会支
え活動応援事業」とも連携し、地域実情に応じた支え合い活動の充
実につなげる。



⑤フードドライブ等
による支援

生活困窮者に対し、フードバンクや子ども食堂と連携
し、地域と一体になった食料支援を行います。

○

・善意銀行へ野菜や果物などの物品の寄附があった際は、速やかに
子ども食堂や福祉施設等へ情報提供し寄附物品が行き渡るようにし
た。
・フードバンクびわ湖と連携し、ひとり親家庭や生活困窮世帯へ
フードパントリーを実施。
・令和６年５月から、滋賀県社協「子どもの笑顔はぐくみプロジェ
クト」と連携し、バロー守山駅東店・守山小島店の２店舗に設置さ
れたフードドライブポストの食料を月２回回収し、善意のひろばや
生活困窮世帯、福祉施設への支援に活用した。
・令和５年12月から、寄付いただいた物品を、経済的に困窮してい
る世帯にお持ち帰りいただけるよう、すこやかセンターに「善意の
ひろば」コーナーを設置した。
・毎月1回、「善意のひろば」のコーナーを設置。
・米の支援量を1世帯5kgから2kgに変更した。
・子ども笑顔食支援事業の実施（夏休み）。
・生活困窮者等物価高騰対策支援事業を受託した。

【課題】
・生活困窮世帯や子ども食堂等への食料支援について、継続的な支
援体制の確保が必要となっている。
・フードドライブ活動については、市民や事業所へ一定の周知は進
んでいるものの、さらなる協力拡大に向けた啓発が必要である。
・食料支援を必要とする世帯の中には、生活課題を抱えているケー
スも多く、食料支援だけでなく相談支援へつなげていく視点が必要
となっている。
【対策】
・引き続き、フードドライブやフードパントリー等を通じて、生活
困窮世帯や子ども食堂等への食料支援を実施する。
・フードバンクびわ湖や協力事業所等と連携しながら、フードドラ
イブ活動の周知や協力依頼を継続して行う。
・食料支援をきっかけとして、必要に応じた相談支援や関係機関と
の連携につなげる。



基本目標４　　安心して暮らせる体制（シクミ）づくり

基本方針（2）市民の創意工夫によるまちづくりの支援

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
福祉のまちづくりに関する事例集を作成し、学区や自治
会での取組に活用してもらい、地域福祉の向上につなげ
ます。

提案型事業の充実を図り、真に市民の創意工夫によるま
ちづくりを支援します。

②ボランティア団
体・NPOのまちづく
り事業の推進

地域福祉の推進を図ることを目的に、地域生活課題を解
決するための先駆的、独創的な活動に対して助成をする
赤い羽根チャレンジ事業を推進します。

〇

・赤い羽根チャレンジ応援事業の実績
　R4：7団体に計138万円を助成
　R5: 2団体に計40万円を助成
・滋賀県共同募金会の赤い羽根チャレンジ事業助成金を活用して実
施していたが、令和5年度で事業が終結となったが、善意銀行寄附
金を財源にして継続し、より多くの団体が活用いただけるよう申請
手続きを簡略化した。
　R6: 7団体に計35万円を助成
・善意銀行チャレンジ応援事業を継続実施⇒8団体に計390,880円を
助成。

【課題】
・周知不足により、申請団体が想定よりも少ない状況が見られた。
また、地域課題の解決に取り組む団体が制度を活用しやすいよう、
助成制度の趣旨や活用方法をより分かりやすく周知する必要があ
る。

【対策】
・より多くの団体に活用いただけるよう、社協だより、ホームペー
ジ、SNS等を活用し、PR方法を工夫する。また、申請を検討する団
体に対して相談支援を行い、地域課題の解決につながる活動を後押
しする。より多くの団体に活用いただけるようPR方法を検討する。

①学区・自治会の福
祉のまちづくり事業
の推進

・多世代交流サロンの助成金を活用される自治会等にあっては、そ
れぞれの創意工夫がみられた。
・居場所づくりガイドブックを作成。
・自治会健康福祉部会等に参加し、他自治会の取組を紹介。
・令和6、7年度に地域活動支援コーディネーターを設置し、学区社
協への活動支援を行った。
・自治会健康福祉部会に参加した際、居場所づくりガイドブックを
活用し、在宅介護者のつどいの新規企画につながった。

【課題】
・地域によっては、活動が一部の担当者に集中することがあるた
め、活動の充実を図るとともに、担い手の負担分散について啓発し
ていく必要がある。
【対策】
・地域の取組に対して積極的に情報提供を行い、地域の実情に応じ
た取組を地域とともに検討していく。また、地域活動支援コーディ
ネーター等が地域へ出向き、他地域の実践事例の紹介や活動内容の
提案を行い、継続可能な活動づくりを支援する。

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

△



基本目標４　　安心して暮らせる体制（シクミ）づくり

基本方針（3）地域福祉を進める人材の確保

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策
社協職員が積極的に地域に赴き、各地域の活動内容や現
状を把握し、課題解決に努めるため、学区担当職員の配
置を継続し資質向上に努めます。

〇

地域では、民生委員・児童委員や福祉協力員などの活動
内容を周知し理解を進め、自らが担い手の確保に努めて
いきます。

△

基本方針（4）地域福祉を進める財源の確保

具体的施策 重点 内容 評価 4年間の取組状況 次計画に向けた課題・対策

①市民による財源確
保

社協の会費や共同募金は地域の福祉課題を解決するため
に必要な資金を、市民自らがわが事と認識し、財源確保
について深い理解と協力を得られるよう努めます。

△

・毎年度、自治会長会で社協会費、共同募金等の依頼を行った。
・令和４年度、商工会議所の会員となり、会議での依頼や会報誌へ
のチラシ折込などを行った。
・前年度依頼した企業へ、特別賛助会費と共同募金を継続依頼し
た。
・新規開拓のため、毎月発行される商工会議所の会報誌に掲載の新
入会員企業（30社）に対し、会費や共同募金の依頼を行った。
（内、2社から会員申込）
・募金箱設置企業の新規開拓のため、郵送ではなく直接訪問して設
置の依頼を行った。(募金箱設置件数　前年+15件）
・市社協会費および共同募金の実績
　R4：社協会費6,938千円　共同募金13,334千円
　R5：社協会費6,730千円　共同募金13,050千円
　R6：社協会費6,851千円　共同募金13,240千円
R7：社協会費 6,675千円（R8.3.5時点）
　　共同募金12,337千円（R8.3.2時点）

【課題】
・社協会費や共同募金の増加に向けて、職員だけでなく、関係者の
声を聞きながら、より効果的な依頼方法や周知方法を検討していく
必要がある。また、市民や企業等に対して、社協会費や共同募金が
地域福祉活動にどのように活用されているか、分かりやすく伝える
必要がある。

【対策】
・引き続き、自治会や関係団体、企業等に対して丁寧な依頼を行
う。
・全戸配布のチラシについては、市社協の活動内容や共同募金の使
途が分かりやすく伝わるよう紙面を工夫する。
・SNS等を活用し、日頃の社協活動を身近に感じていただけるよう
情報発信を行う。
・会費等に協力いただいていない企業等へ直接訪問し、丁寧な説明
と協力依頼を行う。

市、県社協、民間企業等、様々な団体からの補助金、助
成金などについて、情報収集に努め、活用につなげま
す。

〇

また、市社協は、その情報を学区社協や福祉関係団体等
に積極的に提供し、活用できるよう支援を行います。

〇

◎：予定以上に実施できた
〇：実施できた
△：実施したが、十分でなかった
×：実施できなかった

②多様な財源確保の
取組

・善意銀行事業を社協だよりやホームページに掲載し寄付を募っ
た。
・子ども食堂新規立ち上げに際し、県社協助成金の申請支援。
・R5に滋賀県共同募金会の助成金を活用し、真空包装機や冷蔵庫を
購入。フードパントリーを1回実施。
・R6に中央共同募金会の助成金を活用し、フードパントリーを3回
実施。
・子ども食堂新規立ち上げに対し、継続して支援を実施。
・市と連携し企業からの寄附の拡大を図る。

【課題】
・地域福祉活動を継続・発展させるためには、社協会費や共同募金
に加え、補助金・助成金、寄附金等の多様な財源を確保していく必
要がある。また、学区社協や福祉関係団体等が活用できる助成金情
報について、分かりやすく、タイムリーに提供していく必要があ
る。

【対策】
・市、県社協、民間企業等の補助金・助成金に関する情報収集を継
続し、活用可能な財源の確保に努める。また、学区社協や福祉関係
団体等へ助成金情報を積極的に提供し、申請や活用に向けた支援を
行う。さらに、善意銀行事業や寄附金の活用について、市民に分か
りやすく周知し、地域福祉活動を支える財源確保につなげる。

①学区のまちづくり
を支援する体制づく
り

【R4～R7の取組】
・R6～R7は、地域活動支援コーディネーターの配置により学区社協
と一層の連携を図ることができた。（このことで、自治会の福祉活
動(健康福祉部会の取り組み等)について関わり始めることができ
た。）
・地域福祉推進員、地区会館職員、市社協による学区社協市社協事
務局会議や、学区長、副学区長、民児協会長等が一堂に会する学区
社協連絡会議を開催し、地域の課題への認識をともに深めることが
できた。
・R8.4、正規職員の増員により学区担当職員を拡充できる見込み。

【課題】
・各学区の状況に合わせた取組について、地域福祉推進員が中心と
なって活躍できる環境を整えるとともに、市社協としてどのような
アプローチをしていくかをさらに明確にしていく必要がある。更に
今後、地域福祉活動の拠点としての地区会館とどのような連携を目
指していくかについても多角的に検討していく。

【対策】
・市社協職員が地域へ積極的に出向き、地域の活動状況や課題を把
握しながら、必要な助言や支援を行う。また、民生委員・児童委員
や福祉協力員等の活動内容を分かりやすく周知し、地域福祉活動へ
の理解と参加促進につなげる。さらに、地域の担い手が孤立せず活
動できるよう、学区社協や自治会等との連携を強化する。


